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様式第７号 

 令和４年８月８日 

 

松本市監査委員  様 

 

松本市長 臥 雲  義 尚 

 

包括外部監査結果に基づく措置について（通知） 

 

令和４年２月７日付けの包括外部監査の結果通知について、次のとおり措置を講じたの

で、地方自治法第２５２条の３８第６項の規定に基づき通知します。 

 

対象所属 監査の結果 
措置／ 

対応状況 
措置の内容 

資産税課 

（p.57） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑴－１ 土地 

1) 住宅用地の課税標準の特例

の適用（指摘） 

 住宅用地の課税標準の特例の

適用にあたっては、「地方税法第

三百四十九条の三の二の規定に

おける住宅用地の認定につい

て」等の一部改正について（平成

27 年５月 26 日総税固第 42 号）

を適用することにより、公正か

つ公平な課税をより一層推進す

べきである。すなわち、家屋（住

宅）について、今後人の居住の用

に供される見込みがないと認め

られる場合には住宅には該当し

ないものであることから、住宅

用地の課税標準の特例を適用し

ないことにすべきである。 

特に、公示送達者の中に住宅用

地の課税標準の特例を適用して

いる場合が含まれているときに

は、家屋（住宅）が今後人の居住

の用に供される見込みはほとん

どないと認められることから、

優先的に家屋（住宅）の現況調査

を行い、人の居住の用に供され

る見込みがないと認められる場

合には、住宅用地の課税標準の

特例を適用しないことにすべき

である。 

 

対応状況 現在の対応状況として、公示送達

者のうち、住宅用地の課税標準の特

例を受けているすべての土地（４８

件）について、現地調査を実施しま

した。壁や屋根が崩壊して、家屋と

しての要件を満たさないもの２件

について、課税標準の特例の適用を

見直し、令和４年度の固定資産税か

ら適用します。 

また、今後の措置の方向性として

は、左記の地方税法の取扱いについ

て、他市の事例を参考にしながら、

適正課税に努めます。 
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資産税課

（p.57） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑴－１ 土地 

2) 住宅用地の家屋（住宅）の計

画的な現況確認（意見） 

 住宅用地の家屋（住宅）は、今

後人の居住の用に供される見込

みがないと認められるかどうか

について、計画的に現況調査を

行うことが望まれる。 

当該現況調査は、３年から５年

後以内に順次施行される所有者

不明土地の解消に向けた民事基

本法制の適用にあたり、不動産

登記法の改正によって義務化さ

れる相続登記や住所等変更登記

の申請等への対応が円滑に実施

できることにつながる。 

 

対応状況 公示送達者以外の土地に対し、計

画的な現況調査を行うため、空き家

担当部局と連携を図ります。 

また、所有者不明土地の解消にむ

けた民法等の制度の変更も踏まえ、

他市の状況を参考にしながら、適正

課税に努めます。 

資産税課 

（p.62） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑴－２ 家屋 

1) 未特定家屋の早期解消（指

摘） 

 未特定家屋は現況が把握でき

ていない家屋であり、課税され

ていない家屋だけでなく、滅失

漏れにより課税されたままであ

る家屋もあることから、現状で

は公正かつ公平な課税が行われ

ているとはいえない。速やかに

解消するべきである。 

 

対応状況 平成２９年度から令和元年度に

かけて、未特定家屋の把握を業務委

託により実施し、結果を踏まえた実

施計画を策定しました。 

現在、実施計画に基づいた調査を

実施しているところです。 

令和３年度までに対象の絞込み

を行い、令和４年度から本格的な調

査業務を実施する予定です。 

なお、未特定家屋の早期解消の手

法について、先進市の事例等を参考

に研究・検討を進めています。 

資産税課 

（p.62） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑴－２ 家屋 

2) 未特定家屋調査の速やかな

実施（意見）  

未特定家屋調査業務の実施計画

では令和９年度に業務が完了す

ることになっている。未特定家

屋は６年後の解消を目指すので

はなく早期に解消するべきであ

り、また、長期間にわたり作業す

ることは対象となる未特定家屋

が滅失したり新たに生じたりす

ることによって作業が非効率に

なるともいえる。近隣市の未特

定家屋の解消作業は 10 年以上か

けて行われていたが、これに倣

うことなく、多くの作業を業務

対応状況 課税の公平性を早期に確保しな

ければならないことや、作業の長期

化による非効率化の抑止は、当該業

務の肝であると認識しています。 

業務委託は、未特定家屋を短期間

で解消するための効果的な手法で

あることから、先進市の事例につい

て、情報収集・事例研究を進めてい

ます。 

今後、業務委託の導入について、

検討を具体的に進めます。 
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委託等とすることを検討するな

ど、可能な限り短期間で解消す

ることが望ましい。 

 

資産税課 

（p.68） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑴－３ 償却資産 

1) 償却資産実地調査の実施

（指摘） 

 固定資産税(償却資産)の申告

指導については、税務署等の調

査から「令和２年度償却資産（固

定資産税）の申告について（お願

い）」の送付及び電話での問い合

わせや資料提供のお願い（郵送

により固定資産台帳の提出を求

める簡便な調査（書面調査））を

十分に行っていることを確認し

た。 

しかし、実地調査（申告者と日

程を調整し訪問して決算書、法

人税申告の確認、現況の資産の

状態の確認していく現地での実

地調査）はほとんど実施されて

いない。未申告者を放置してい

るともいえる。 

実地調査は、申告書を提出させ

ることになることはもちろん、

未申告者を牽制する効果もあ

る。なるべく多くの実地調査を

行い、申告率を向上させる必要

がある。その結果、公正かつ公平

な課税を推進することにつなが

り、合わせて収入の増加を図る

ことになる。実地調査の具体的

な実施方針等を定め、それに基

づく実施調査を行うべきであ

る。 

 

対応状況 実地調査に対応するため、課内体

制及び職員間の業務体制の見直し

を進め、業務の効率化を図っていま

す。 

見直しによる未申告者への対応

として、実態の把握ができない飲食

店３件について、実地調査を継続し

て行っています。 

今後、他市の取り組み状況等を研

究し、実地調査方針を定め、更なる

調査に取り組みます。 

市民税課 

（p.80） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑵ 個人市民税 

1) 納税額の確認及び確定（意

見） 

 個人市民税の税額確定の事務

手順を確認した際に次の状況が

認められた。 

・ 個々の業務マニュアルが存

在するが、全体を把握できる

マニュアルや業務フローなど

の業務手順を示す文書類が確

措置  業務全体を把握できる業務フロ

ーについて作成しました。 

 また、業務全体を把握できるマニ

ュアルについては、既に個々の業務

マニュアルが存在するため、個々の

業務マニュアル名を全体の業務フ

ローに表示することによって、確認

しやすくしました。 

 課税誤りが判明した場合につい

ては、課税誤りリストに内容や原因

を入力することにより、組織として

誤りやすい事例等を共有・原因分析
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認できない。 

・ 納税額の確認は、多くの場合

担当者一人で完結され、担当

者個人の経験、知識による作

業となっており、他者による

確認が十分にできていない。 

・ 過去に発生したエラーの内

容やその原因分析が組織とし

て共有されていない(ただし、

直近年で重要な納税額の誤っ

た事例は認められない。)。 

・ エラーリストなどの課税の

確定や修正の過程がわかる資

料は、直前年度分のみ保管さ

れているが、その取り扱いが

明確でない。 

税額の確認は、担当者個人の

経験、知識によるところが多い。

担当者の異動等により、業務手

順が十分に引き継がれず、業務

の効率性が損なわれるばかり

か、適切な確認体制が維持でき

なくなるおそれがある。また、各

担当者の業務処置の経緯等（課

税確定の根拠、変更や修正の変

更履歴や根拠等）の保管が十分

でないことから事後的に確認す

ることができない状況にある。 

事務業務はどの担当者が行っ

ても画一的に行われ、遡及確認

できる体制をとることが重要で

ある。そのため、業務の拠り所と

なる手順等を「見える化」した業

務手順書、マニュアル等を整備

することが望ましい。 

 

します。 

 エラーリストなどの、課税の修正

過程がわかる資料については、今後

５年間保管します。 

市民税課 

（p.80） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑵ 個人市民税 

2) 未申告調査の拡充（意見） 

 個人市民税の未申告の調査と

して様々な対応を実施している

が、納税者が届出や申告の義務

のあることを理解していない場

合や、納税者が意図的に届出や

申告をしない場合など、現状の

調査だけでは、十分に未申告者

を発見することができない。 

現状の調査体制では、次の場

合などに未申告者を発見できな

いおそれがある。 

対応状況 松本市保健所から令和４年５月

１日現在の「松本市内における食品

衛生法に基づく個人申請の営業許

可施設」の情報を取得し内容を確認

しましたが、施設の所在地、施設名

称、許可期間、申請者名、業種のみ

の提供のため、事業所課税をするた

めの個人を特定することができま

せんでした。 

今後も課税の公平性をより高め

るため、未申告者・未納税者の調査

方法を研究します。 
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・ 松本税務署所轄以外の個人

が、市内に支店・営業所・店舗

を設置し事業する場合 

・ 市に給与支払報告書を意図

的に提出しない法人・事業者

がいる場合 

・ 退職金の住民税は事業者が

特別徴収するが、特別徴収を

認識していない事業者、意図

的に特別徴収しない事業者が

いる場合 

課税の網羅性・公平性をより

高めるため、未申告者・未納税者

の調査方法や部署連携を強化す

るなど、効率化を含め検討する

ことが望まれる。 

 

市民税課 

（p.80） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑵ 個人市民税 

3) 過料の適用（指摘） 

 未申告者に対し市税条例第 36

条の４に基づく過料を課した実

績がない。過料を課す場合の判

断基準や手順等について画一化

されたルールが整備されていな

い。 

市税条例第 36 条の４におい

て、正当な理由なく、申告がない

場合、過料を適用することとな

っている。未申告者がゼロでな

い限り、過料を課すか否かの検

討は行われ、必要に応じて課す

べきと考える。また、課さないと

きは客観的な判断根拠を示す必

要がある。 

課税の網羅性及び公正性を担

保するため、申告書を正当な理

由がなく提出しなかった者に対

し、過料を課すためのルールを

明確にし、それに沿った事務処

理を行うべきである。 

 

対応状況  申告しなかった場合（申告書の提

出が遅れた場合）の過料の適用のた

め、「正当な理由」についての明確な

要綱（ルール）を設置すべきとの指

摘ですが、理由の正当性を客観的に

判断できる基準を設けることは非

常に困難であることから、現時点で

は個々のケースについて個別に判

断していきたいと考えています。 

 当然、過料を科すような事案が発

生することのないように、申告など

の義務について理解が得られるよ

う周知します。 

また、過料を科す場合の具体的な

運用について、他市の事例も参考に

して研究します。 

市民税課 

（p.88） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑶ 法人市民税 

1) 市民税申告書未提出法人へ

の対応（指摘） 

法人台帳に登録され事業活動

の休止・廃止等の確認ができず、

市民税申告書の提出のない法人

対応状況 令和３年４月から令和４年１月

までの申告書未提出法人155件に対

し、令和４年２月までに通知による

申告勧奨を実施しました。今後も通

知による申告勧奨を継続的に実施

します。 

また、申告書未提出の法人に対し

ては、事業実態把握などの調査手
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が認められた。次のような状況

が確認された。 

・ 法人台帳登録法人で、市民税

申告書未提出の法人が令和２

年度において 247 件ある。 

・ 上記の申告書未提出法人に

対する申告指導が十分に実施

されていない。 

・ 上記の申告書未提出法人の

事業活動の現況を確認した記

録が残されていない。 

・ 申告書未提出法人に対する

調査の判断基準・調査方法等

のルールが文書化されていな

い。 

把握されている申告書未提出

法人に対しては、申告勧奨し、そ

の事業の実態を把握するととも

に、適時・適切な対応を実施する

必要がある。そのためには、未申

告に係る調査手順、権限等を明

確にしたルールと体制を整備

し、それに従った画一的な処理

を行い、公平かつ公正な事務処

理とすべきである。 

 

順、ルール、権限等を明確にしたマ

ニュアルを作成し、画一的な処理に

よる公平かつ公正な事務処理に努

めます。 

市民税課 

（p.88） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑶ 法人市民税 

2) 休業法人の調査と管理（指

摘） 

法人市民税で休業として法人

台帳に登録され市民税申告書が

未提出となっている法人につい

て、次の状況が認められた。 

・ 休業として法人台帳に登録

されている法人が、令和２年

度において 639 件ある。 

・ 休業登録から 20 年以上経過

している法人数が 93 件、10 年

以上経過している法人が 260

件存在する。 

・ 休業登録された法人に対し

ては、確定申告前の申告書の

送付や申告勧奨は行われな

い。 

・ 休業登録された法人につい

て、担当課は税務署情報、登記

情報、県からの情報で申告の

有無を確認しているが、事業

活動を再開しているかの調査

対応状況 長期間休業として法人台帳に登

録されている法人について、事業活

動を再開しているかの調査を実施

します。 

また、休業登録された法人の管理

方法について、マニュアル作成等を

検討し、画一的な処理による公平か

つ公正な事務処理に努めます。 
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の確認は行っていない。 

・ 休業法人として台帳登録し、

休業状態を継続的に調査する

ための、事務手順に係る明文

化された規定・マニュアル等

はない。 

休業状態が継続しているかの

調査は、税務署情報、登記情報、

県から得た情報の限りで行われ

ている。休業から事業活動を再

開し、市への届出申告を失念し

ている法人や、意図的に休業を

仮装している法人などを把握す

るには十分ではない。 

長期間休業として登録されて

いる法人が多くあり、その実態

は十分には把握されておらず、

また、休業登録の要件や、事業の

活動状況の調査に係る明文化さ

れた規定やマニュアルがなく、

画一的で的確な処理が行われて

いるとはいえない。 

休業登録された法人に対する

調査を含む管理方法を構築すべ

きである。 

 

市民税課 

（p.88） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑶ 法人市民税 

3) 均等割の確認手順等の明確

化（意見） 

法人市民税の均等割の確認に

ついて、次の事実を確認した。 

・ 前年度確定申告の均等割区

分と当年度確定申告の均等割

区分が相違した場合には、法

人台帳登録と県の課税情報と

の整合性の確認を行ってい

る。 

・ 均等割区分が全事業年度と

相違しない場合は資本金等の

額について確認が行われてい

ない。 

・ 期末の従業者数の確認は行

われていない。 

・ 均等割額の確認に係る明文

化されたルールが整備されて

いない。 

法人市民税の均等割額につい

ては、国税や県では調査・確認さ

れず、市による検証体制の構築

措置  長野県からデータで受領した資

本金等の情報と法人市民税台帳情

報を業務システムにより照合し、エ

ラーリストを作成。申告された均等

割額の正確性の検証を画一的かつ

効率的に処理ができるよう改善し

ました。 

 なお、期末の従業者数の税率は、

50 人以下若しくは 50 人超の２区分

であること、また、従業者数の算出

はアルバイト・パートタイマー・日

雇者を加えても差し支えないとさ

れており、法人によって採用する算

出方法が異なることから画一的な

正確性の検証は困難と考えます。 
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は必須である。 

法人市民税の均等割の課税標

準となる納税義務法人の期末の

従業者数や期末の資本金等の額

について、どのように検証し、申

告された均等割額の正確性・妥

当性を確認するのか手順を明確

にしたマニュアル等の整備が望

まれる。 

 

市民税課 

（p.89） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑶ 法人市民税 

4) 未登録法人の調査手順等の

明確化（意見） 

法人台帳に未登録の法人を把握

するため、主な確認作業は次の

とおりである。 

・ 松本税務署管轄法人の税務

署台帳異動資料（法人登記事

項の異動）の閲覧 

・ 長野県からの法人税額通知

書により得た申告情報と、本

市の台帳登録情報との突合 

・ 大型テナントに対する調査 

上記の確認作業について明文

化されたマニュアル等は、大型

テナント法人調査マニュアル以

外に整備されていない。 

重大な申告漏れを防止するた

め、客観的・画一的な調査が行え

るよう明文化されたルールや体

制の整備の検討が望まれる。 

 

対応状況 現在実施している調査のフロー

を作成し、調査手順の明確化を図り

ます。また、本市の他部署で把握し

ている情報が、資料として使用でき

るか検証を続けるとともに、客観

的・画一的な調査ができる仕組みづ

くりについて研究します。 

 

検討経過 

給与支払報告書（総括表）、一般廃棄

物処理業等許可業者、食品営業許可

台帳等について検証済 

市民税課 

（p.89） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑶ 法人市民税 

5) 中間申告によるみなす申告

（指摘） 

中間申告の調定について、次

の場合に法人市民税の賦課及び

調定を行っている。 

・ 中間申告書の提出があった

場合に調定する。 

・ 中間申告書の提出がなく予

定申告額の納税があった場合

に調定する。 

・ 確定申告書の提出により予

定納税額が判明した場合に調

定する。 

中間申告の提出期限までに中

措置 令和３年４月から令和４年１月

までの中間申告の必要な法人を把

握し、申告調定及び入金等によるみ

なす調定を実施していない２法人

に対し、令和４年３月にみなす調定

を実施しました。 

今後は、継続的に実施し、公平か

つ公正な事務処理に努めます。 
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間申告や中間納税がない場合、

中間申告の提出期限後にみなす

申告に基づく賦課及び調定が行

われていない。 

法人税の中間申告義務のある

法人が法人市民税の予定申告書

又は仮決算による中間申告書を

提出期限までに提出しなかった

場合には、地方税法施行令の規

定によって計算した法人市民税

額（法人税額及び均等割額）等を

記載した申告書が提出期限に提

出されたものとみなすとされて

いる。市税が網羅的に調定され

ないおそれがあるほか、意図的

に中間申告や中間納税しない法

人を許容するおそれがある。 

中間申告義務法人を網羅的に

把握し、法令に従い中間申告期

限到来時にみなす申告に基づく

賦課及び調定を行うべきであ

る。 

 

市民税課 

（p.89） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑶ 法人市民税 

6) 未届法人・未申告法人に対

する罰則（意見） 

 未届法人について、松本市市

税条例第 36 条の４に基づく過料

を科した実績がない。また、未申

告法人について、地方税法及び

松本市市税条例等に罰則の規定

がない。 

未届法人・未申告法人が適切に

届出・申告するインセンティブ

が働きにくく、課税の網羅性・公

平性が担保されないおそれがあ

る。 

未届出・未申告の悪質なケース

には、適切な届出・申告を促す仕

組みの検討が望まれる。 

 

対応状況 未届法人・未申告法人に対して過

料を科した実績はございませんが、

その事実が判明した場合、又は申告

が遅延した場合には罰則として延

滞金を課しています。 

これらの法人について、更に条例

等により過料を科するための理由

の正当性を客観的に判断する基準

を設けることは、非常に困難である

ため、個々のケースについて判断

し、対応するため、過料を科す場合

の具体的な運用について、他市の事

例も参考にして研究します。 

 

市民税課 

（p.90） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑶ 法人市民税 

7) 業務マニュアル等の整備

（意見） 

 現在、市民税課において通常

業務の手順を示したマニュアル

や業務フロー等が整理・保管さ

対応状況 マニュアル作成や業務フロー等

の整理及び保管については順次検

討します。 
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れていない。 

業務マニュアルに相当する資

料として、毎月の業務予定表を

作成し、これにより業務の管理

を行っている。 

毎月の業務予定表で業務の項

目は確認できるが、業務内容の

詳細や業務上の留意点の記載は

なく、日々の業務処理を正確か

つ妥当に進めるには十分ではな

い。担当者個人の経験や知識に

よることが多く、異動などで担

当者が変わったときに、業務レ

ベルが維持できないおそれがあ

る。 

効率性の向上や処理ミスの再

発防止等のためにも、過去に発

生したエラー等の業務処理上の

課題などを参照し、業務手順等

を明確にしたマニュアル等を整

備することが望まれる。 

 

納税課 

（p.93） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑷ 市税の滞納整理 

1) 本税納付前の滞納期間に係

る延滞金の管理（意見）  

 市税延滞金の管理について、

次の状況が確認された。 

・ 市税に係る延滞金は本税が

納付され、延滞金が入金した

ときに調定している(事後調

定)。 

・ 本税が納付されず法定納期

限を経過した本税に係る延滞

金は、歳入計上の対象とはな

らない。また、事前の調定を伴

う租税債権としても認識され

ない。 

・ 滞納処分のための強制執行

手続においては、未納付本税

に係る延滞金は「滞納市税等」

に含めて権利主張されてい

る。差押調書においては、差押

対象の滞納額として「要す」と

表示され処理されている。 

・ 法定納期限までに本税が未

納の市税に係る延滞金は、納

税管理システムで管理するの

みで、財務会計システム上の

処理は行われていない。 

対応状況 本税納付前の滞納期間に係る延

滞金の管理については、複数部署に

関係してくる案件であることから、

適正な管理となるよう、関係各課を

含めて協議・検討を進めます。 
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納期限を経過し、納付前の本

税に対する所定の延滞金は、調

定を伴う租税債権としての権利

認識をしないとする一方、滞納

処分における差押等において差

押対象債権に含めていることは

整合性を欠いている。 

調定行為が行われなければ、

歳入計上の対象とはならない。

しかし、市町村民税の納税義務

者は、納期限の翌日から納付又

は納入の日までの期間の日数に

応じ、所定の延滞金を加算して

納付する義務を負っている(地

方税法第 326 条)。したがって、

これらを租税債権として認識し

管理することが望ましい。 

 

納税課 

（p.94） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑷ 市税の滞納整理 

2) 延滞金の調定時期（指摘）  

 市税延滞金の調定時期及び債

権管理について次の状況が確認

された。 

・ 延滞金の調定時期について、

納入通知書を発送しないもの

と分類し、入金したときに調

定している(事後調定)。 

・ 延滞金に関する納税者への

通知文書は、調定が行われず

発送されている。 

延滞金は、納入通知書又は納

入の告知に関する文書を発送し

た年度に属するものとして規定

されている(地方自治法施行令

第 142 条第 3 項)。また、地方自

治法施行令及び松本市財務規則

では、延滞金納入の通知は、口

頭、掲示その他の方法により通

知することができると規定され

ていることから、延滞金の納税

者への通知は、所定の納入通知

書ではなく、他の通知文書をも

って行われている。したがって、

延滞金は、納税者への通知文書

の発送時には調定すべきであ

る。 

「松本市会計事務の手引き」

において、延滞金は、随時収入の

うち納入通知書等を発送しない

対応状況 延滞金の調定時期について、確定

延滞金の事前調定を行うために必

要な課題（規定との整合等）を関係

部局と整理し、実施の方針を定める

よう、今後検討を進めます。 
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ものとして例示されており、市

の実務もこれに従って調定(事

後調定)されている。しかし上記

のとおり延滞金納入通知文書

が、納入通知書に代わるものと

して法令上規定されていること

から、同手引きに示される「納入

通知書等を発するもの」を適用

して調定（事前調定）する必要が

ある。法令・条例等の規定や「松

本市会計事務の手引き」の規定

を再確認し、適切な調定行為が

行われるよう体制を再構築すべ

きである。 

 

納税課 

（p.94） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑷ 市税の滞納整理 

3) 分納について（指摘） 

分納は原則として許容されて

いないが、分納を各担当者判断

で許容している事例が確認され

た。納税者と「市税債務の承認及

び分納納付誓約書」を取り交わ

ししているが、組織内部の承認

や確認の書類が残っていない。

また、分納が制度上許容されて

いないが、実態として分納が行

われている。 

分納が各担当者の判断で行わ

れ、債権の回収について正確性

や公平性が損なわれるおそれが

ある。分納が許容されていない

のであれば担当者や部門の判断

で実行すべきではない。やむを

得ず分納を許容する場合でも、

分納処理に係る規程や手順を明

確にし、組織として確認や承認

を行い、当該判断過程を文書化

するなどして、客観的な事務処

理となるよう仕組みを構築すべ

きである。 

 

対応状況 分納に関する相談については、法

令に則り猶予制度を基本に対応し

ていきます。 

整理状況や対応状況については

課内共有を必須とし、上席、所属長

の承認を取ります。 

また、担当者判断による正確性、

公平性が損なわれないよう、法令に

即しながら柔軟な対応ができるよ

う、猶予制度にかかるマニュアルを

整備するための課内チームを編成

し、検討を開始しました。 

納税課 

（p.94） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑷ 市税の滞納整理 

4) 執行停止における調査資料

保管の不備（指摘） 

「執行停止処理実施上の内

規」において、執行停止処分する

ときは預金調査や収入調査を行

対応状況 執行停止における調査資料保管

の不備については、決裁文書に添付

する財産調査添付様式に基づいて

適正な書類の管理について再度徹

底します。 

また、執行停止決定までの過程が

把握できるように現状の内規を見

直し、正確・公平な判断ができる体
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うことになっている。 

しかし、令和２年度の執行停

止に係る監査において次の事例

が認められた。 

・ 預金調査が行われたことを

確認できない事例 

・ 調査資料が保管されていな

い事例（調査資料が直ちに見

当たらない事例） 

執行停止の要件を充足してい

ることの確認や判断の適切性、

客観性を裏付けるためにも、調

査の記録を適切に保管し執行停

止に係る判断過程を説明できる

体制を構築すべきである。 

 

制を整えるための課内チームを編

成し、検討を開始しました。 

納税課 

（p.95） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑷ 市税の滞納整理 

5) 執行停止処分の決定プロセ

スの明確化（意見） 

５年前に徴収体制を変更し

て、担当者が滞納額の徴収から

執行停止処分の判断までを行う

ようになり、完納が見込めない

滞納額を執行停止処分とする判

断を行うことが増加した。その

結果、滞納額が全体として減少

している。しかし、令和２年度の

執行停止について監査をしたと

ころ、執行停止処分が明らかに

遅い案件や強制執行を検討すべ

きと思われる事例が認められ

た。 

・ 長野県地方税滞納整理機構

に移管した滞納額が執行停止

判定で返還され、納税義務者

に経済活動はなく未納状況に

変化はない状況であったが執

行停止処分までの判断が遅か

った事例 

・ 長野県地方税滞納整理機構

に移管した滞納額が執行停止

判定で返還され、執行停止処

分とした。その後も新たな滞

納が累積しているにも関わら

ず、執行停止処分までの判断

が遅かった。本人行方不明に

より執行停止処分とした事例 

・ 事業を継続し借入金を返済

している滞納者について、多

対応状況 執行停止処分の決定プロセスの

明確化について、執行停止決議書に

処分決定までの過程を記載するこ

とを課内で徹底しました。 

また、執行停止判定が適正な時期

に行われ、かつ適正な判定が行われ

るよう現在の内規を再度見直し、さ

らにガイドラインを作成するため

の課内チームを編成し、作成に取り

組んでいます。 



- 14 - 
 

重債務があり完納が見込める

状況ではなく、かつ財産もほ

とんどない状況であり、生活

を著しく窮迫させるおそれが

あるとして執行停止処分とし

た事例 

執行停止処分を決定する際

に、責任者が担当者にヒアリン

グをしているという説明を受け

たが、執行停止決議書の停止事

由欄及び備考欄や滞納者明細

（様式第２号別紙２（第４条関

係））を確認したところ、執行停

止処分が遅くなった理由や強制

執行をしない理由の記載がほと

んどないことから、執行停止処

分の検討が十分であったとはい

えない。執行停止処分を決定す

る際には、担当者、グループ長、

課長等において十分検討し、そ

の検討過程（決定プロセス）を執

行停止決議書に記録することが

望ましい。 

 

納税課 

（p.95） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑶ 法人市民税 

6) 規程、マニュアル等の整備

（意見） 

「執行停止処理実施上の内

規」はあるものの、滞納整理業務

における規程やマニュアル等が

十分に整備されておらず、業務

手順や確認方法が明確となって

いないことが散見された。 

規程やマニュアルがないと、

担当者の経験と知識による判断

になり、適切性、客観性に裏付け

られた判断による処理が行われ

ないおそれがある。業務に関連

する規程やマニュアル等を明文

化し、画一的な処理が行われる

体制とすることが望ましい。 

特に、執行停止処分を決定す

る際には担当者の判断によると

ころが大きくなるため、執行停

止処分とする目安（質的及び金

額的判断基準）として規程やマ

ニュアル等を作成することが望

ましい。 

規程やマニュアルは、債権に

対応状況 規程、マニュアル等の整備につい

ては、既存のマニュアルを再度見直

し、画一的な処理が行われるよう整

備を行います。 

 執行停止についても、業務手順、

停止処分決定の判断基準となるガ

イドラインを作成するための課内

チームを編成し、作成に取り組んで

います。 
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より事情が異なるため最低限守

るべき基準として設定すること

になると考える。 

 

移住推進課 

（p.102） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑸ ふるさと寄附金（ふるさと

納税） 

1) ふるさと納税制度の活用

（指摘） 

 平成 28 年度から令和２年度ま

での５年間について、県下 77 市

町村の寄附金受入額と、住民が

他の市町村等に寄附を行うこと

により翌年度控除される市民税

を比較すると、控除額超過とな

っている市町村は３団体であ

り、市の市民税控除超過額は突

出している。 

ふるさと納税制度の下、市に

おいては、ふるさと納税制度導

入による増収効果を享受できて

いない。また、市の稼ぐ力を底上

げする方針と、ふるさと納税の

受入実績が適合していないと考

えられる。 

従来の対応（実績）を見ると、

ふるさと納税制度が有効利用さ

れず、結果として、市の収支に継

続して悪影響を及ぼしている。 

平成 20 年の地方税法の改正に

よりふるさと納税制度が導入さ

れ約 10 年経過している。市は、

従来この制度を積極的に活用し

て来なかったことから、市民が

他の市町村に寄附することで控

除される市民税額が、寄附金受

入額を大きく上回っている。市

民税減収分の 75％は国の普通交

付税で措置されているが、制度

導入により最近５年間で約２億

の市民税が実質減少している。 

財政基盤の健全化のために

は、この制度の活用は必須であ

り、積極的な取り組みが必要で

ある。 

市の稼ぐ力を底上げする方針

に適合するよう、ふるさと納税

制度を最大限活用し、収支を改

善すべきである。 

 

措置 現に制度として存在するふるさ

と納税制度を最大限に有効活用す

る必要があることから、返礼品競争

には距離を置き節度ある制度運用

にとどめるという従来の方針を、令

和３年度から転換しました。 

ふるさと納税制度の強化を図る

ため、返礼品を公募によって選定

し、令和３年１０月からラインナッ

プを大幅に拡充しました。 

今後もふるさと納税制度の趣旨

を尊重しつつ、引き続き魅力ある返

礼品の設定を行い、寄附額の増加と

収支の改善に取り組みます。 
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移住推進課 

（p.102） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑸ ふるさと寄附金（ふるさと

納税） 

2) 資金使途を選択できるふる

さと寄附金（意見） 

 芸術や教育等の公益活動を行

う団体の事業等を寄附者が指定

して寄附できる形式でのふるさ

と寄附金の受け入れは行われて

いない。 

観光資源の整備・充実や教育・

文化の振興については、事業へ

の想いを共感していただける多

くの人に取り組み姿勢を発信す

ることで、返礼品の差別化によ

る寄附金受入とは異なった内容

の寄附を受け取る機会が増加す

ると考える。 

寄附金の受入れを①地場産業

の振興を目的とした返礼品と②

資金の使途（事業）を両輪とした

ふるさと寄附金制度とすること

も有用であり、その活用が望ま

れる。 

 

対応状況 ふるさと納税制度の積極活用に

伴い、返礼品を事業者から随時募集

することとし、令和３年１０月から

ラインナップを大幅に拡充しまし

た。 

また、資金使途をより具体的にプ

ロジェクト化し、そのプロジェクト

に共感した方から寄附を募る、クラ

ウドファンディング型の寄附募集

についても、令和４年７月からの実

施を予定しています。 

今後は返礼品と資金の使途を両

輪とした寄附の募集に取り組みま

す。 

移住推進課 

（p.103） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑸ ふるさと寄附金（ふるさと

納税） 

3) ふるさと寄附金の管理体制

（意見） 

現状の体制や仕組みは次のと

おりである。 

・ ふるさと寄附金の担当者が

数名のみ(兼務２名) 

・ 寄附金の受払管理・返礼品の

受払管理はスプレッドシート

(令和２年度実績約 700 件) 

ふるさと寄附金の受入件数が

増加したとき、現在の組織体制・

スプレッドシート管理では、対

応できなくなるおそれがある。

これまでは寄附金の受入件数が

少なく、制度や実務に精通した

担当者が対応しているため、ふ

るさと寄附金の受入や、返礼品

の発送等で、大きな誤り事例は

生じていないが、今後の受入寄

附金の増加や人員異動でノウハ

ウ引継が的確に行われないとき

措置 ふるさと納税制度の積極活用に

伴い、寄附金の受入件数が増加する

ことを想定し、組織体制や管理体制

の見直しを図りました。 

・組織体制 

 令和３年１０月から、返礼品発

注・発送管理業務を主としたふるさ

と納税業務を、業務に精通した民間

事業者に委託し、事務の効率化と管

理体制の強化を図りました。 

・スプレッドシート管理 

 令和３年１０月から、委託事業者

が提供するふるさと納税専用の管

理システムに切り替え、寄附件数の

増加を想定した、寄附者情報管理及

び返礼品発注・発送管理を行うこと

としました。 
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など、この制度を十分に活用で

きなくなるおそれがあり、管理

体制の構築が望まれる。 

 

移住推進課 

（p.103） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑸ ふるさと寄附金（ふるさと

納税） 

4) 寄附金受領証明書の発行管

理（意見）  

寄附金受領証明書の発行管理

はスプレッドシートで管理さ

れ、まつもと暮らし応援課のみ

がアクセスできるサーバー内の

フォルダに保存されている。ま

た、受領証明書は汎用紙に印刷

しており、専用紙は使用してい

ない。ふるさと寄附金の受入件

数が増加した場合、現状の組織

体制・スプレッドシート管理で

は、適切に対応できないおそれ

がある。寄附金受領証明書の発

行体制について検討することが

望まれる。 

 

措置 ふるさと納税制度の積極活用に

伴い、寄附金の受入件数が増加する

ことを想定し、組織体制や管理体制

の見直しを図りました。 

・組織体制 

 令和３年１０月から、受領証明書

の発行管理業務を、業務に精通した

民間事業者に委託し、事務の効率化

と管理体制の強化を図りました。 

・スプレッドシート管理 

 令和３年１０月から、委託事業者

が提供するふるさと納税専用の管

理システムに切り替え、寄附件数の

増加を想定した、受領証明書の発行

管理を行うこととしました。 

・受領証明書用紙 

令和４年６月から、汎用紙を専用紙

（偽造防止用紙）に切り替えまし

た。 

 

総合戦略室 

（p.103） 

Ⅲ 監査対象業務 

１ 市税 

⑸ ふるさと寄附金（ふるさと

納税） 

5) 企業版ふるさと納税（意見） 

 企業版ふるさと納税につい

て、平成 28 年度に４社から 100

万円の実績があったが、平成 29

年度から令和２年度の間には寄

附金の受入実績がない。 

財政基盤の健全化を目指す市

の方針と、企業版ふるさと納税

の実績が適合しておらず、また、

既存の制度が有効利用されてい

ない。 

令和２年４月以降の制度全体

の寄附受入額は、企業版ふるさ

と納税制度の拡充により全国的

には３倍以上となっており、寄

附金受入を増やしている団体も

多く、令和２年４月以降、制度が

拡充され、企業側のメリットも

増加している。 

市の財政基盤の健全化に寄与

するよう、企業版のふるさと納

税の制度を最大限活用すること

対応状況  令和３年度の企業版ふるさと納

税制度による寄附は、４社から

3,150 万円を受け入れました。 

 寄附受入れのさらなる増加に向

け、令和４年１月から、企業版ふる

さと納税の獲得に全庁を挙げて取

り組むこととし、改めて庁内に周知

を図りました。わかりやすいチラシ

などを庁内で共有し、職員のＰＲ活

動に活用できるようにします。 

 また、市公式ＨＰなどを活用し、

「上高地 再生と安全プロジェク

ト」などの具体例を示し、積極的な

情報発信に取り組みます。 
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が望まれる。 

 

行政管理課 

（p.107） 

Ⅲ 監査対象業務 

２ 使用料及び手数料 

1) 使用料等の決定基準の明確

化（意見）  

 現在、市は使用料及び手数料

についてその決定に当たっての

基本的な考え方を示していな

い。 

市が管理する公共施設・設備

は老朽化が進み、それらの更新

投資または長寿命化投資必須の

状況となっている。この投資や

施設・設備の適切な維持管理、そ

の他質の高い行政サービスを市

民等に提供するためには、使用

料及び手数料を適正水準に決定

することは不可欠である。市は

ファシリティマネジメントの実

施に当たり「松本市個別施設計

画」を令和３年３月に公表して

いるが同計画実施のための財源

確保に対する考え方は明らかで

はない。 

使用料及び手数料を設定する

にあたっては、「コストの見える

化」を図るとともに、公共部門と

民間部門との役割分担（公共関

与の必要性）や、民間における同

種・類似サービスの提供の状況、

市が実施する様々な施策との整

合性などを踏まえて適切な水準

を設定する必要がある。 また、

税金等を財源とする公費を充て

る範囲と受益者が負担すべき範

囲を明確にすることで、利用す

る者としない者との負担の公平

性・公正性を確保するとともに、

「受益と負担の適正化」を図る

ことが重要となる。そのために

は、公の施設の維持管理・運営や

行政サービスに関する「コスト

の見える化」を進めるとともに、

使用料及び手数料について、利

用する者としない者との負担の

公平性・公正性を確保するため、

コストの算定方法や、そのコス

トに対する受益者負担と公費負

担の割合の考え方などを明らか

にし、使用料等の決定基準を明

対応状況 使用料等の見直しについては、行

政改革の重要課題の一つと認識し

つつも、市民サービスの側面から、

（消費税率の引上げに伴う見直し

を除き）未着手になっているものが

あります。 

 老朽化の進む公共施設を適切に

維持管理するため、公共施設に関す

るコストの更なる見える化に努め

るとともに、使用料等の見直しに係

る基本的な考え方を示し、施設の実

情を踏まえた上で、受益者負担の適

正化を検討する必要があると考え

ます。 

 令和５年度中を目途に公共施設

使用料等の算定基準を策定すると

ともに、原価計算基礎データを整備

します。令和６年度以降、順次、新

算定基準に基づく使用料等の見直

しを進めます。 
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確にすることが望まれる。 

また、「コストの見える化」に

よりコスト削減の取り組みに対

する情報提供が可能になる。 

 

住宅課 

（p.117） 

Ⅲ 監査対象業務 

２ 使用料及び手数料 

⑴ 市営住宅家賃及び駐車場使

用料（建設部） 

1) 公営住宅の入居率の向上

（意見） 

 松本市公営住宅の入居率は、

平成 28 年度 81.1％、平成 29 年

度 78.7％、平成 30 年度 76.6％、

令和元年度 76.3％、令和２年度

76.4％と推移している。また、空

室戸数は、平成 28 年度 544 戸、

平成 29 年度 617 戸、平成 30 年

度 683 戸、令和元年度 687 戸、令

和２年度 664 戸と推移している。

令和３年度から令和６年度にか

け耐震等の問題から 150 戸解体

予定であることを考慮しても申

込資格のある希望者がいればま

だ十分に入居が可能な状況とな

っている。 

現在、寿団地６（火災２、ＤＶ

２、その他２）、竹渕団地３（コ

ロナ離職）、浅間南団地２戸（遠

隔地学生）他災害の規模に応じ

て都度必要戸数を確保する方針

とのことであるが、政策的に確

保すべき空室戸数の方針を決定

後、実質的に入居可能戸数を明

らかにした上で、現在検討中と

のことであるリノベーション、

若者世帯増加のための入居要件

の緩和（収入基準、同居要件）他

の施策により入居率を向上する

ことが公営住宅設置の趣旨、歳

入増加の点において望ましい。 

  

対応状況 市営住宅の入居率は年々減少し

ており、入居可能な空き住戸は現在

約５００戸あるため次の対応をし

ます。 

１ 政策空家の決定 

従前からの確保数１１戸に加

えて災害等に備えた住戸として、

３０戸を確保します。（寿田町、

寿、野溝団地を各１０戸ずつ） 

※中層耐火構造等の集合住宅での

空家の確保は入居者の共益費等

の負担が増加するため平屋建・

２階建の長屋を選定 

２ 入居要件の見直し 

現在の空家戸数からして入居

要件を緩和しても従前基準の入

居資格者の入居を大きく阻害し

ない事から、入居要件を見直しま

す。 

３ 抽選受付回数の増加 

入居率の向上、セーフティーネ

ットとしての機能強化のため、年

２回を４回に増やしました。 

４ 若者世帯向け改修事業 

   既存住戸を若者（子育て世代）

の生活スタイルに合わせたリノ

ベーションを行い、入居率の向

上及び地域コミュニティの活性

化を図ります。 

住宅課 

（p.117） 

Ⅲ 監査対象業務 

２ 使用料及び手数料 

⑴ 市営住宅家賃及び駐車場使

用料（建設部） 

2) 住宅家賃の収納率の向上

（意見） 

高齢者や母子世帯等の生活困

窮者の増加により、市の住宅家

賃（駐車場使用料除く）の収納率

対応状況 市営住宅家賃の収納率の向上に

ついては、現年度分家賃の滞納者を

早期に抽出し、督促及び納入催告を

行い、納入に応じない者には、保証

人への納付指導の依頼、電話・臨戸

訪問による納付勧奨を実施します。 

納付勧奨等に応じない者には、最

終手段として明渡請求等法的措置

を実施します。 



- 20 - 
 

は、平成 28 年度 83.0％、平成 29

年度 82.8％、平成 30 年度

82.1％、令和元年度 80.8％、令

和２年度 80.2％と低い水準で推

移している。特に過年度からの

繰越分に対する収納率は、10％

未満で推移している。 

市の歳入の点から収納率の向

上を一層推進すべきであり、現

在実行中の下記ア～エの施策を

今後も推進し収納率の向上に努

められたい。また、各々の施策に

対する効果の分析、滞納理由の

分析ほかにより今後の収納率向

上に役立てることができればさ

らに望ましい。 

ア 現年度分家賃の収納強化に

よる滞納繰越家賃の抑制 

イ 連帯保証人への定期的な納

入指導依頼の実施（８月及び

２月の２回を予定） 

ウ 悪質滞納者等に対する住宅

の明渡請求等法的措置の実施

（９月及び２月議会予定） 

エ 高額所得者に対する明渡請

求等法的措置の実施 

 

滞納者の相談に応じ、経済的に困

難である場合には減免制度の利用

を勧奨しています。 

 

維持課 

（p.122） 

Ⅲ 監査対象業務 

２ 使用料及び手数料 

⑵ 駐車場使用料 

⑵－２ 松本駅アルプス口広場

自家用車整理場使用料及び

松本駅お城口自家用車整理

場使用料（建設部） 

1) 業務処理記述書等の整備

（意見） 

 松本駅アルプス口広場自家用

車整理場使用料及び松本駅お城

口広場自家用車整理場使用料に

係る一連の業務処理について、

指定管理者に係る業務は委託契

約書の規定に基づき、また市の

担当課に係る業務は条例、施行

規則等に基づき行われることに

なる。しかし、松本駅アルプス口

広場自家用車整理場使用料及び

松本駅お城口広場自家用車整理

場使用料に係る担当課の具体的

な業務処理について明文化され

た業務処理記述書、マニュアル

等のルールがない。 

対応状況 現在、担当課における業務処理に

係るマニュアルの整備を進めてい

ます。 

これにより業務処理の「見える

化」や画一的な業務の実施に努めま

す。 

 また、マニュアルの整備に当たっ

ては、自転車推進課の「松本駅北自

転車駐車場使用料について」、交通

ネットワーク課の「毎週定例作業マ

ニュアル」等を参考にしています

が、両課より市としての統一的な体

裁が作成された場合には対応する

予定です。 
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業務処理記述書、マニュアル

等を整備することにより業務処

理が「見える化」され、画一的な

業務が実施され、業務処理上の

リスク及びリスクに対応するコ

ントロールが明確になるととも

に、職員の異動に伴う引継ぎに

も役立つため整備することが望

まれる。 

自転車推進課の「松本駅北自

転車駐車場使用料について」、交

通ネットワーク課の「毎週定例

作業マニュアル」等を参考して

もいいが、市として統一的な体

裁で作成できればさらに望まし

い。 

 

自転車 

推進課 

（p.126） 

Ⅲ 監査対象業務 

２ 使用料及び手数料 

⑵ 駐車場使用料 

⑵－３ 松本駅北自転車駐車場

使用料 

1) 自動精算機から出力される

精算ジャーナルとの照合及び

その保管（指摘） 

 市は、指定管理者からの月次

報告書と財務会計システムから

の歳入予算整理簿の金額を照合

後、使用料の調定を行っている。

なお、市は、指定管理者が保管し

ている自動精算機から出力され

る精算ジャーナルと指定管理者

の月次報告書等とを随時照合し

ている。 

精算ジャーナルは、自転車駐

車場使用料の集金額の正確性・

網羅性を保証する重要な証拠で

ある。したがって、月次報告書の

毎日の集金額と毎日の精算ジャ

ーナルを照合すべきである。ま

た業務処理基準書である「松本

市自転車駐車場の管理運営に関

する仕様書」において市が所有

する自動精算機から出力される

精算ジャーナルについては、指

定管理者が保管するとしている

が、市においてその文書管理に

係る規程等で定める年数で保管

すべきである。 

 

 

措置  松本市自転車駐車場の管理運営

に関する仕様書において、指定管理

者から月次報告と併せて精算ジャ

ーナルの提出を明記します（令和５

年度協定から）。 

令和４年度は仕様書中「１４ 実

績報告、⑷ その他市が指定するも

の」に精算ジャーナルを含めるもの

として指定管理者に提出を求めま

す。 

駐輪場新システムが開始した令

和２年９月分から、文書管理に定め

られた保存年限に基づいて、５年保

存とします。 

使用料の調定時に、指定管理者の

月次報告、精算ジャーナル及び財務

会計システムの歳入予算整理簿の

照合を実施します。 



- 22 - 
 

維持課 

（p.134） 

Ⅲ 監査対象業務 

２ 使用料及び手数料 

⑶ 道路、河川占用料 

1) 道路情報管理システムへの

投資（意見） 

 道路情報管理システムは、現

状の道路占用許可の情報を管理

しており、遡及情報の管理は出

来ず、同システムから道路占用

料の各年度決算値の内訳情報を

得ることはできない。また、その

情報は整理されていない。 

道路等占用料の管理が、道路

情報管理システムと財務会計シ

ステムの両システムにわたり行

われているが、システム間の連

携が十分できていないことから

業務が不効率となっている。 

ＩＴ環境は、近年目まぐるし

く進展しているが、このような

環境変化に対応し、業務を効率

的、適正に行うには、計画的なシ

ステムの更新投資を行う必要が

ある。しかし、道路情報管理シス

テムは、約 10 年更新されておら

ず。ＩＣＴ環境に十分適合して

いるとはいえない。 

業務の効率性が損なわれる

と、住民サービスの低下、処理の

適正化リスクが高くなるおそれ

があることから、業務処理の効

率化を意識したシステム投資を

早急に行うことが望まれる。 

 

対応状況  道路情報管理システムの更新と

税系システムへの連携に向け、実施

計画５３号へ計上し、占用料管理シ

ステムを税系のシステムへ統合で

きるよう対応中です。 

維持課 

（p.134） 

Ⅲ 監査対象業務 

２ 使用料及び手数料 

⑶ 道路、河川占用料 

2) 占用料の徴収事務の適正化

（指摘） 

道路占用料及び公共物占用料は

「松本市市道等の占用料徴収に

関する条例」及び「松本市公共物

の管理等に関する条例」に基づ

き市が徴収する。これらの占用

料は、市道又は公共物（以下市道

等）の占用者による許可申請に

よる占用許可に基づき請求し、

徴収される。 

市道等の占用許可申請の網羅

性についての調査は実施されて

いない。担当課の業務遂行の中

対応状況  占用料の遡及請求については、既

設の占用物件の設置日が明確にで

きない案件がほとんどであるため、

遡及期間を一律で設けるのは困難

です。そのため、案件毎に遡及期間

を設定する必要があるものの、実務

上、公平かつ適切な請求管理を実施

していくことは大変難しい状況で

す。 

今後、費用対効果を含め、他市町

村の事例等を幅広く調査・検討し、

占用料徴収事務の適正化に努めま

す。 

 占用許可の網羅性について、市道

占用・公共物占用共に警察と連携

し、道路使用許可と占用申請を紐づ

けするよう調整を図り、対応してい
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で許可申請が行われていないこ

とが明らかな物件については、

許可申請の指導をその都度実施

している。その結果、市道等を継

続占用する者から事後的に許可

申請された場合、遡及して占用

料は徴収されておらず、将来期

間にわたってのみ徴収してい

る。許可申請までの占用期間に

係る占用料の徴収について取り

扱いが明確でない。 

また、市道等の占用状況の管

理は、許可申請された案件が対

象であり、その占用状態は網羅

的には把握できていないことか

ら、公平かつ適切な請求管理が

実施できていない。 

許可申請の網羅性に対する考

え方、占用料徴収についての徴

収事務の適正化等について検討

すべきである。 

 

ます。 

維持課 

（p.134） 

Ⅲ 監査対象業務 

２ 使用料及び手数料 

⑶ 道路、河川占用料 

3) 規定違反に対する罰則の適

用（意見） 

 道路占用及び公共物占用につ

いて規定違反に対する罰則がそ

れぞれの条例等において規定さ

れているが、過去、罰則を適用し

た事例はなく、罰則の適用ルー

ルが明確でない。 

罰則適用の考え方をガイドラ

イン等により明確にすることが

望ましい。 

 

対応状況 ガイドライン等の策定に向けて

検討します。 

維持課 

（p.134） 

Ⅲ 監査対象業務 

２ 使用料及び手数料 

⑶ 道路、河川占用料 

4) 占用料の減免（意見） 

 市道占用料の減免についての

規定はあるが、申請の要否等そ

の手順は明確でない。また、公共

物占用料の免除については「松

本市公共物の管理等に関する条

例施行規則」で申請手続きが明

記されている。 

減免の適用に当たって、市道

等の占用料は、許可申請に係る

起案書の中で減免理由が記載さ

対応状況  市道占用料及び公共物占用料を

免除・減免する際には、決裁文書に

免除・減免の根拠を明記するよう事

務処理を改めました。 

これにより担当者及び審査担当

者による恣意的な判断は排除でき

ると考えます。 

 条例上、市道占用・公共物占用料

の減免・免除については、その対象

団体及び対象物が明確に記載され

ていますが、それ以外の免除申請に

対する減免判断基準については今

後検討します。 
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れているが、条例等における適

用条項(減免該当条項)は明示さ

れていない。公共物占用料の免

除については、免除申請するこ

ととなっているが、実務上免除

申請書類は徴取せず起案書類等

で担当課が免除判断を行ってい

る。 

それぞれの占用料の免除につ

いて、その根拠が決裁文書上明

示されておらず、規定に合致し

た判断か明確でなく、公共物占

用料の免除申請の実務が、規定

に沿ったものではない。 

また、市道占用料の減免と公

共物占用料の免除について規程

が整合していない。 

占用料の減免については公平

性・公正性の観点から減免判断

の基準を明確にして、審査担当

者の恣意的な判断の入らないよ

う、規程等を整備することが望

ましい。 

 

維持課 

（p.135） 

Ⅲ 監査対象業務 

２ 使用料及び手数料 

⑶ 道路、河川占用料 

5) 市道及び公共物占用許可申

請に係る市民への周知（意見） 

道路占用及び公共物占用は

「道路法」及び「松本市公共物の

管理等に関する条例」に基づき

市が管理し、占用をしようとす

る者から占用許可申請を受けな

ければならない。 

無申請占用も存在するがその

状況を網羅的に把握する術は現

在ない。なお、建設事業者の無申

請占用もある。 

市道等及び公共物占用につい

て法令等により許可申請が必要

なことは、市のホームページで

「市道占有行為について」及び

「河川水路等の占用行為につい

て」のページで申請手順を中心

に掲載しているほかは、市民等

に周知することは特段行われて

いない。 

現状では、市道及び公共物(以

下市道等)の占用が、法令等で規

制されていることが市民等に十

対応状況  申請に関する周知については、ホ

ームページに掲載しました。 

屋外広告物については、都市計画

課と連携した対応を検討します。 
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分理解されているとはいえな

い。ホームページの掲載におい

ても許可申請の対象が明示され

ておらず、また関連条例の条項

も参照していないため、周知と

しては十分でない。建設、土木工

事を専業とする事業者への周知

も徹底されていない。 

市民等に占用行為について許

可申請が必要なこと、占用料の

納付が必要なことを積極的に周

知することが望まれる。 

占用行為の許可申請について

先進的な団体の活動を参照し、

市としての取組を再検討すべき

と考える。 

また、特定の地域、特定の事業

者への周知活動の強化も検討す

べきと考える。 

屋外広告物については、「屋外

広告物適正化旬間」を設け広報

している。この主管課(都市計画

課)との連携をより密にして、占

用の許可申請を統合するなど市

民目線での業務手順を検討する

ことが望まれる。 

 

維持課 

（p.135） 

Ⅲ 監査対象業務 

２ 使用料及び手数料 

⑶ 道路、河川占用料 

6) 道路占用許可基準の周知

（意見） 

市道占用に関する許可基準

（許可を受けられる物件）は、

「松本市市道等の占用料徴収に

関する条例」や「松本市市道の占

用等に関する規則」に示されて

いるが、市民等に分かりやすく

説明したものとしては、「道路占

用許可申請の手引き（地下埋設

物件編）」のみである。 

地下埋設物件については市の

ホームページ「市道占用につい

て」に「道路占用許可申請の手引

き（地下埋設物件編）」が掲載さ

れ、その中で対象が明示されて

いる。しかし、それ以外の物件に

ついては、手引き等は準備され

ておらず、明示もされていない。 

現在、占用許可手続、許可基準

等については、市民等から維持

対応状況  ホームページへの掲載方法を変

更し、占用物件の具体例を数多く明

示した他、申請の手続きに加え、申

請書の書き方や記載例を掲載しま

した。 

 屋外広告物については、都市計画

課と対応を検討します。 
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課に照会があった都度、詳細に

説明対応している。 

また、屋外広告物の許可申請

について「松本市広告物条例」が

別途規定されており、「屋外広告

物条例のあらまし」において許

可基準が説明されている。しか

し、道路占用許可との関係は明

確にされていない。同一の広告

物について「松本市広告物条例」

に基づく許可審査手数料と「松

本市市道等の占用料徴収に関す

る条例」に基づく占用料が課さ

れている。 

市は、「公の道路に私的なもの

を設置、もしくは突出させるた

めには管理者に許可申請をし、

許可を得てから実施することは

一般常識と考え、積極的に周知・

広報してこなかった。」としてい

るが、占用許可の申請状況、国土

交通省や他団体の行っている周

知の状況に鑑みると、市民に道

路占用が原則禁止、許可を得た

ものに限り占用可能という理解

を求めるための周知としては十

分ではない。また、道路占用料を

網羅的に徴収するための基礎情

報の周知が十分ではなく、占用

料の徴収について公平性が確保

されているとはいえない。 

市民等への十分な周知なくし

ては、網羅的な占用料の徴収は

困難であり、占用管理担当職員

への負荷も掛かる結果となる。

道路占用は、限定的に許可され、

占用料の負担もあることを広く

市民等に周知する方法を検討す

ることが望まれる。 

 

公園緑地課 

（p.140） 

Ⅲ 監査対象業務 

２ 使用料及び手数料 

⑷ 施設使用料 

⑷－１ 公園使用料（建設部） 

1) 公園使用料の市民への周知

（意見） 

 市が管轄する公園について、

公園の紹介、利用上の注意、使用

許可・占有許可について市ホー

ムページに掲載されている。 

市へ納付すべき公園使用料に

措置  松本市ホームページに使用料の

体系について、有料、無料、減免に

関する情報を令和4年６月に掲載し

ました。 
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ついては、閲覧可能な松本市都

市公園条例別表第２（第 27 条関

係）において定められているが、

市が運営し、市民が日常閲覧で

きる市ホームページに使用料の

体系、有料無料、減免に関する情

報は掲載されていない。 

公園使用料について使用許可

申請時に使用者からの利用方法

等の聴き取りにて有料無料、減

免の判断をするため、一概に定

型化できるものではないが、公

園使用料について、使用料の体

系、有料無料の例（例えば企業等

団体の花見が有料の場合あ

り。）、減免の制度等につき市ホ

ームページに掲載することは市

民にとって有用であり、また無

断使用の防止が期待できること

から、市ホームページに使用料

の体系、有料無料、減免に関する

情報を掲載することが望まし

い。 

 

農政課 

（p.146） 

Ⅲ 監査対象業務 

２ 使用料及び手数料 

⑷ 施設使用料 

⑷－３ 四賀地区クラインガル

テン使用料（農林部） 

1) 条例に規定する使用年限の

遵守（指摘） 

 ラウベ(簡易宿泊施設)付き農

園の使用期間は、１年を限度と

し、市長が認めたときは４回ま

で使用期間を更新することがで

きる。四賀地区において使用料

は、１年目を高く、２年目以降を

１年目の約５割から７割（坊主

山）又は約８割（緑ケ丘）に設定

している。５年の利用により一

旦更新終了となるが、使用者は

新規許可扱いとして１年目の高

い使用料を支払うことで更に５

年利用している例が見受けられ

る。 

実質６年目の更新であって

も、１年目の高い使用料を徴収

することで新規許可として取り

扱っている。条例の解釈にもよ

るが第３条に準拠していないお

それがある。公平性という観点

対応状況 ６年目以降の利用を認める旧四

賀村の運用を、合併以降も継続して

きたことが高い利用率を維持して

きた一つの要因であると考えます。 

しかし、条例順守、公平性確保の

観点から、今後、運用の見直しを進

めます。 

また、クラインガルテン利用年限

が満了する利用者の受け皿につい

て、空き家の活用も含め、地域の皆

さんとともに、研究を進めます。 
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からは、より多くの市民等に機

会が与えられるべきである。 

利用者の声ではせっかく愛着

をもって地域に溶け込んでも５

年で一切の関係が断たれるのは

忍びないということである。ク

ラインガルテンの目的は遊休荒

廃地の整備のほか田舎に都会住

民を呼び込むことも期待されて

おり、６年目を新規使用許可扱

いすることは地域に愛着を持っ

てくれた利用者を手放さないた

めの苦肉の策とも考えられる。

条例による更新回数を遵守し、

施設利用の公平性を保つととも

に、空き家利用による永住施設

等クラインガルテン利用年限を

超えた利用者に対する受け皿を

整備することを検討すべきであ

る。 

 

農政課 

（p.146） 

Ⅲ 監査対象業務 

２ 使用料及び手数料 

⑷ 施設使用料 

⑷－３ 四賀地区クラインガル

テン使用料（農林部）（意見） 

2) クラインガルテンの使用料

の水準 

 クラインガルテン四賀地区の

利用率はほぼ 100％を継続して

おり、単年度のキャッシュ・フロ

ーベースでは事業は黒字となっ

ている。黒字については「松本市

坊主山・緑ケ丘クラインガルテ

ン整備基金条例」により基金に

積み立てを行い、大掛かりな修

繕等を行う場合は基金より必要

額を取り崩し、支出に充当して

いる。令和２年度末の同基金の

残高は 157,125,654 円であるが

将来のキャッシュ・フローの黒

字を加味しても建て替えによる

更新投資に見合った基金の残高

及び使用料の水準とはなってい

ない。 

クラインガルテンの目的とし

て遊休荒廃地の整備、田舎に都

会住民を呼び込むことを期待す

ることがあるが、目的を加味し

て割り引いてみても更新投資に

見合わない水準の使用料につい

対応状況 現在の使用料は、合併前の旧四賀

村から引き継いだもので、単年度収

支は黒字となっていますが、将来を

見据えた水準ではないと認識して

います。 

 今後の維持管理費用や施設の在

り方などの見通しを含め、適切な使

用料を検討することは必要ですが、

使用料の見直しによる利用者の減

少が懸念されることから、慎重な判

断が必要だと考えます。 

 適切な使用料水準については、今

後、総合的に検討を進めます。 
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ては、受益者が抽選の結果当選

したものに限られることから、

公平性について問題があるもの

と思われる。 

また、使用年限５年を超えて

の長期の利用が常態化している

例においては（中には施設開設

時からの継続利用者もいる。）施

設の私有化にも等しいことから

現在の使用料の水準は低すぎ、

限定された利用者の優遇ともい

える。 

実質利用期間の長期化が常態

化するならば使用料金を、更新

投資を見据えた水準まで引き上

げるべきである。 

地域の魅力を発信し、都会住

民を田舎に呼び込むことを主な

目的とするならば、機会の公平

性の確保、使用年限到来後の利

用者の受け皿への対処等地域開

発を総合的に設計する中での使

用料の水準を検討することが望

ましい。 

 

農政課 

（p.150） 

Ⅲ 監査対象業務 

２ 使用料及び手数料 

⑷ 施設使用料 

⑷－４ 奈川地区クラインガル

テン使用料（農林部） 

1) 条例に規定する使用年限の

遵守（指摘） 

 ラウベ(簡易宿泊施設)付き農

園の使用期間は、1 年を限度と

し、市長が認めたときは４回ま

で使用期間を更新することがで

きる。 

奈川地区の更新においては翌

年度利用の意向調査を行い、継

続の意向があれば更新手続きを

行い、継続の意向がなかったも

のについて翌年度の新規募集を

行っている。５年経過後は新規

の応募がなく、継続意向がある

場合、６年目の更新を認めるこ

ととしている。 

しかしながら、指定管理者な

がわ楽農倶楽部管理組合で運用

している「奈川地区クラインガ

ルテンの使用にあたって」では、

最長 10 年、平成 27 年度までの

対応状況 ６年目以降の利用を認める旧奈

川村の運用を、合併以降も継続して

きたことが高い利用率を維持して

きた一つの要因であると考えます。 

しかし、条例順守、公平性確保の

観点から、今後、運用の見直しを進

めます。 

また、クラインガルテン利用年限

が満了する利用者の受け皿につい

て、空き家の活用も含め、地域の皆

さんとともに、研究を進めます。 
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利用者は 15 年（平成 17 年度以

前利用開始者は 18 年間）更新を

認めている。 

松本市クラインガルテン条例

第３条但し書きに準拠していな

い。公平性という観点からは、よ

り多くの市民等に機会が与えら

れるべきである。 

利用者の声ではせっかく愛着

をもって地域に溶け込んでも５

年で一切の関係が断たれるのは

忍びないということである。ク

ラインガルテンの目的は遊休荒

廃地の整備のほか田舎に都会住

民を呼び込むことも期待されて

おり、６年目を新規使用許可扱

いすることは地域に愛着を持っ

てくれた利用者を手放さないた

めの苦肉の策とも考えられる。

条例による更新回数を遵守し、

施設利用の公平性を保つととも

に、空き家利用による永住施設

等クラインガルテン利用年限を

超えた利用者に対する受け皿を

整備することなどを検討すべき

である。 

 

農政課 

（p.150） 

Ⅲ 監査対象業務 

２ 使用料及び手数料 

⑷ 施設使用料 

⑷－４ 奈川地区クラインガル

テン使用料（農林部）（意見） 

2) クラインガルテンの使用料

の水準 

 クラインガルテン奈川地区の

近年の利用率は 95%以上を継続

しており、単年度のキャッシュ・

フローベースでは事業は黒字と

なっている。黒字については「松

本市大原・神谷・入山クラインガ

ルテン整備基金条例」により基

金に積み立てを行い、大規模修

繕等を行う場合は基金より必要

額を取り崩し、支出に充当して

いる。令和２年度末の同基金の

残高は 21,743,272 円であるが将

来のキャッシュ・フローの黒字

を加味しても建て替えによる更

新投資に見合った基金の残高及

び使用料の水準とはなっていな

い。 

対応状況 現在の使用料は、合併前の旧奈川

村から引き継いだもので、単年度収

支は黒字となっていますが、将来を

見据えた水準ではないと認識して

います。 

今後の維持管理費用や施設の在

り方などの見通しを含め、適切な使

用料を検討することは必要ですが、

使用料の見直しによる利用者の減

少が懸念されることから、慎重な判

断が必要だと考えます。 

 本年度から、施設の劣化状況を調

査し、長寿命化に向けた施設改修計

画の策定に取り組むとともに、施設

改修にあわせて使用料の見直しに

着手します。 
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クラインガルテンの目的とし

て遊休荒廃地の整備、田舎に都

会住民を呼び込むことを期待す

ることがあるが、目的を加味し

て割り引いてみても更新投資に

見合わない水準の使用料につい

ては、受益者が抽選の結果当選

したものに限られることから、

公平性について問題があるもの

と思われる。 

また、使用年限５年を超えて

の長期の利用が常態化している

例においては施設の私有化にも

等しいことから現在の使用料の

水準は低すぎ、限定された利用

者の優遇ともいえる。 

実質利用期間の長期化が常態

化するならば使用料金を、更新

投資を見据えた水準まで引き上

げることも検討すべきである。 

地域の魅力を発信し、都会住

民を田舎に呼び込むことを主な

目的とするならば、機会の公平

性の確保、使用年限到来後の利

用者の受け皿への対処等地域開

発を総合的に設計する中での使

用料の水準を検討することが望

まれる。 

 

会計課 

（p.155） 

Ⅲ 監査対象業務 

２ 使用料及び手数料 

⑸ 手数料 

1) 収入行為に係る調定事務

（指摘） 

 本庁、支所・出張所等の窓口で

市民税等の証明書発行事務を行

っており、日次又は週次単位で

調定行為を行い歳入計上してい

る。 

手数料の調定は、調定の基礎

資料から財務会計システムに所

定の情報を入力し、モニターに

表示された情報に誤りがないこ

とを確認し「ＯＫ」キーを押すこ

とによって行われる。この作業

の後、「調定書」を同システムか

ら印刷し、部課長等の決裁権者

に添付資料とともに回付され、

確認、決裁が行われる。しかし、

この作業の後、同システムに調

定作業終了のキーインは行われ

対応状況  財務会計システムは、令和５年４

月に電子決裁が導入され新システ

ムに更新する予定です。 

更新後の調定は、最終決裁権者で

確定となり、システム上の調定完了

と規定上の調定完了の時点は同じ

となるため、適正な処理となる見込

みです。 
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ない。 

したがって、システム上の調

定完了と規定上の調定完了の時

点は異なっている。システム上

の決裁日（調定日）は入力処理日

となっている。 

支所、出張所等における手数

料収入の調定は、原則日次で行

われているが、次のような事例

が認められた。 

【某支所】 証明閲覧等手数料

関係について、調定行為完了前

に手数料相当額を金融機関で納

入しているものがあった。令和

３年３月 11 日窓口収受分 900 円

を前日調定に関する納入通知書

兼領収書（金額は同一）を誤って

印刷し、当日収受額 900 円を振り

込んでしまった。振込後、誤りに

気付き是正対応されている。 

このような処理が発生するの

は、次の状態が予想される。 

・ 調定完了前に現金の公金口

座への振り込みが行われてお

り、調定行為が形骸化されて

いる。 

・ 財務会計システムでは、伝票

発行処理が正常に処理された

ことを確認して「調定書」「納

入通知書兼領収書」を印刷す

ることになっているが、この

処理が徹底されていない。 

・ 同一の伝票番号で重複して

納入通知書兼領収書の発行が

可能であり、発行履歴の管理

ができていない。 

このように現金徴収に係る事

務において十分な検証が行われ

ておらず、担当者の属人的な運

用となっており、納入通知書兼

領収書の不正発行、使用につな

がるおそれがある。また、財務会

計システムの決裁日（調定日）

は、入力処理日となっており伝

票起案日と同日となっているこ

とから、調定決裁前に会計上の

歳入額が決定され、部課長等に

よる決裁結果が反映されていな

い。 

窓口収納業務において、有効

な内部統制が整備され運用され
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ている状況にはないと考える。

財務会計システムでの収入計上

処理は、調定行為における適切

な決裁が行われていたことを確

認してから行うよう、徹底すべ

きである。 

 

会計課 

（p.156） 

Ⅲ 監査対象業務 

２ 使用料及び手数料 

⑸ 手数料 

2) 調定取消と納入通知書兼領

収書台紙の管理（意見） 

 現在使用している財務会計シ

ステムは、調定決定後、調定取消

を入力担当者によってオペレー

ションすること、また、調定取消

前に納入通知書兼領収書の発行

は何度でも担当者によって行う

ことができる状況にある。 

調定取消データは、財務会計

システムの中に保管されている

が、その内容をモニターされる

ことはない。また、納入通知書兼

領収書の台紙は、契約管財課か

ら調定部署に支給され使用され

ているが、その在庫管理、使用状

況の管理についての規定はな

く、担当者任せとなっている。 

したがって、調定外で財務会

計システムから納入通知書兼領

収書を容易に発行することが可

能であり、また専用台紙の使用

について管理できる体制にな

い。 

また、調定の決裁権者による

確認は、財務会計システムの決

裁時以後となり、事後承認の状

況にある。 

納入通知書兼領収書の発行

が、決裁者の承認のないまま発

行でき、また、事後的に検証する

体制にないことから、現金収受

に係る不正行為につながるおそ

れがあり、適当ではない。調定取

消が妥当なものかをシステムに

よるチェック又は調定取消デー

タのモニタリング等により検証

するなど調定取消データの妥当

性を検証する仕組みを検討する

ことが望まれる。 

 

対応状況 新財務会計システムで決定され

た調定は、廃案の起案を別途行い決

裁がされない限り取消となりませ

ん。 

その廃案起案の決裁により取消

が妥当かチェックすることとなる

ため、適正な処理となります。 

納入通知書兼領収書台紙の適正

な使用管理に努めるよう令和４年

度の庶務担当係長会議において周

知徹底を図りました。 
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会計課 

（p.156） 

Ⅲ 監査対象業務 

２ 使用料及び手数料 

⑸ 手数料 

3) 手数料等の窓口収納事務

（意見） 

地域づくりセンター・支所・出

張所の収納事務は、市民課及び

市民税課に係るものはセンター

に配置されているレジで対応

し、その他の主管部署に係るも

のはレジ外での対応となってい

る。窓口現金は、日次でレジ現金

及びレジ外現金で精算処理さ

れ、金額の多寡に関わらず原則

として翌日には、調定件数ごと

に所定の納付書によって金融機

関から公金口座に振り込まれて

いる。したがって、収納金額は細

分化され、多くの件数の振込み

が行われている。 

金融機関との契約により手数

料の減免等はあるものの、振込

手数料の発生を考慮すると資金

移動の方法を再検討することが

望ましい。 

(例) 

・ 調定案件（伝票番号）ごとの

振込から一括振込への変更 

・ 日々の振込から一定期間等

の単位での振込への変更 

・ 出先機関ごとに集金口座を

開設しその口座への直接入金

の検討 など 

また、レジの精算は、当日の売

上を確定（確認）させ、売上の内

容を把握するとともに、収納額

とレジ内の現金にズレがないか

を確認する作業であり、現金管

理上重要な手続きである。レジ

締めの正確性を求めることで、

担当者の釣り銭の着服などの

「不正防止対策」としても効果

的である。 

現在使用しているレジの機能

は、窓口の業務に比して十分な

ものと評価することは出来な

い。数種の証明業務を統合項目

で入力し、証明発行業務整理の

ため別途申請書類から集計表を

作成し、レジデータが十分に活

用されていない。また、レジ機能

対応状況 窓口収納した公金の納付書によ

る納付について、地方自治法や市財

務規則の規定により、現金で預かっ

た公金は速やかに公金口座へ納め

る必要があります。 

また、財務会計システムへ入金の

消込をすることで、会計管理者が出

納状況を把握できるようにする必

要があることからも、現行の運用を

行っています。 

地域づくりセンター・支所・出張

所でのレジ機能は、令和４年度中に

開始予定のキャッシュレス決済専

用端末のＰＯＳ機能を利用するこ

とを計画しています。 

そのＰＯＳ機能を利用して、支

所・出張所での収納管理を一本化す

ることができるようになることか

ら、ご指摘の懸案事項が解消される

見込みです。 
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の制約から、市民課及び市民税

課以外の部署の業務に係る料金

収納はレジ外で行われているこ

とから、業務の効率性も損なわ

れていることになる。 

証明書発行に係る業務の効率

化を図るため、窓口収納業務情

報の収集・蓄積・分析が容易に管

理でき、業務の効率化が可能と

なるＰＯＳレジなどの導入の検

討が望まれる。 

 


